
平成27年度決算の概要

【一般会計】

１　決算規模

歳入は、３８７億５，５００万円となり、執行率は９４．２％、前年度と比較して１６億２，８００万円、４．４％の増加となった。

歳出は、３７５億８，３００万円となり、執行率は９１．３％、前年度と比較して２９億７，７００万円、８．６％の増加となった。

２　決算収支

歳入から歳出を差引した形式収支は、１１億７，２００万円となり、この形式収支から翌年度へ繰越すべき財源

２億５，５００万円を差引いた実質収支は、９億１，７００万円の黒字となった。

(1)　歳入については、市税において、特別土地保有税等により３億４，０００万円、２．０％、利子割交付金で１，１００万円、

１７．２％、配当割交付金で６，４００万円、２１．５％の減収となったが、地方消費税交付金において、税制改正の増税分の影響

により７億６，１００万円、７９．６％、国庫支出金において、地域住民生活等緊急支援交付金や学校施設環境改善交付金等に

より７億７，５００万円、１６．８％、繰入金において、応急診療施設等整備基金やふるさと生駒応援基金等により、１億８，１００万

円、１４５．３％の増収となった。

(2)　歳出については、公債費において、繰上償還分の減少により５億７，８００万円、１５．８％、災害復旧費で１，４００万円、

皆減の減額となったが、扶助費において、社会保障関係費の増加により２億３，４００万円、３．２％、貸付金において、

病院事業会計への長期貸付金により１億６，０００万円、１７２．２％、普通建設事業費において、庁舎等整備事業、

高山スーパースクールゾーン整備事業、南こども園整備事業等により２１億８，６００万円、７８．７％の大きな増額となった。

《決算収支の推移》 (単位：百万円)
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【特別会計】

１　決算規模

歳入は、２４６億３，２００万円となり、執行率は９６．９％、前年度と比較して２１億１，６００万円、９．４％の増額となった。

歳出は、２４２億５，０００万円となり、執行率は９５．４％、前年度と比較して１９億６，３００万円、８．８％の増額となった。

２　決算収支

歳入から歳出を差引した形式収支は、３億８，２００万円となり、この形式収支から翌年度へ繰越すべき財源１０万円

を差引いた実質収支は３億８，２００万円の黒字となった。

(1)　介護保険特別会計は、前年度と比較して、歳出で保険給付費等が増額となったものの、歳入において、介護保険料や国庫

支出金等が増収となったことにより、実質収支が８，５００万円となり、同額を介護保険介護給付費準備基金に積み立てている。

(2)  国民健康保険特別会計は、前年度と比較して、歳出で保険給付費や保険財政共同安定化事業拠出金が増額となったもの

の、歳入において、国庫支出金や保険財政共同安定化事業交付金の増収により、実質収支が２億９，２００万円となり、

同額を国民健康保険財政調整基金に積み立てている。
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【財政の状況】

１  普通会計決算規模

歳入は、３８７億２，７００万円で、前年度より１３億９，９００万円、３．７％の増額となった。

歳出は、３７５億５，５００万円で、前年度より２７億４，６００万円、７．９％の増額となった。

２　財政関係指標

経常収支比率は８８．１％で１．９ポイント悪化した。

実質赤字比率は－％（△４．０９％）、連結実質赤字比率は－％（△２９．２７％）、実質公債費比率は０．７％、

将来負担比率は－％（△７７．６％）となった。

（△表示は実質収支、連結実質収支とも黒字であること又は実質的な将来負担がないことを表している。）

３　積立基金残高は、１２０億２，０００万円で、１１億１，１００万円、１０．２％の増加となった。

４　年度末の普通会計とその他会計（水道事業会計及び病院事業会計除く）の地方債残高は２９４億２，８００万円で

　　４億４，９００万円１．５％の減少となり、昨年度に引き続き減少した。

(1)　財政力指数については、前年度と同じ０．８０であった。経常収支比率は、経常一般財源の地方消費税交付金が増収

したが、臨時財政対策債の借入を控えたことにより、分母の数値が前年度より３億７，８００万円減額し、経常経費充当一般財源

では、繰出金、扶助費、補助費等の増加により、前年度より１億１，５００万円増加したため、前年度より１．９ポイント悪化し、

８８．１％となった。

(2)　健全化判断比率については、実質赤字比率は△４．０９％、連結実質赤字比率は△２９．２７％となり、実質公債費比率は

３カ年平均で０．７％、将来負担比率は△７７．６％となった。

なお、参考として、早期健全化計画の提出を義務付けられる比率は、実質赤字比率で１２．２８％以上、連結実質赤字比率で

１７．２８％以上、実質公債費比率で２５％以上、将来負担比率で３５０％以上である。

(3)　積立基金は、後年度の公債費の増加に備えるため減債基金への積み立てを行ったこと等により、前年度より１１億１，１００万

円増加した。

(4)　年度末の普通会計地方債残高は、１８２億６，４００万円で、繰上償還を行ったことなどの理由から、前年度末より１億６，２００

万円減少した。また、その他の会計における地方債残高（水道事業会計及び病院事業会計除く）は、１１１億６，４００万円で、

駐車場整備事業債などの残高が減少したことにより、２億８，７００万円減少した。

なお、全会計（水道事業会計及び病院事業会計除く）における地方債残高は、１２年連続して減少している。

440
408

388 376 363
341 322 310 299 294

135
112

93 92
100 100 100 97 109 120

0

100

200

300

400

500

600

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 Ｈ２７

地方債

積立基金

《地方債･積立基金の年度末残高推移》 （水道事業会計及び病院事業会計除く）

- 2 -


